
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

14,934,000 0 0 14,934,000

20,369,000 101 10,038,126 10,330,975

6,393,874 80 0 6,393,954

41,696,874 181 10,038,126 31,658,929

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応す

る額）

14,934,000 0 14,934,000 0

10,330,975 0 10,330,975 0

6,393,954 0 0 6,393,954
31,658,929 0 25,264,975 6,393,954合　　計

（単位：円）

科　目
特定資産

退職給付引当資産
（特）

登記基準点等
設置事業準備資産

公益目的事業準備
資産

  退職給付引当資産（特）

  公益目的事業準備資産

合　　計

　登記基準点等設置事業準備資産

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目

特定資産

（６）消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３．会計方針の変更

該当なし

　　　退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備える為、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生していると

　　　認められる額を計上している。

（５）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　該当なし

　　　平成１９年３月３１日以前に取得したものについては   旧定率法によっている。

　　　平成２４年４月　１日以降に取得したものについては200％定率法によっている。

　　　③ソフトウェア

　　　定額法によっている。

（４）引当金の計上基準

　　　該当なし

（３）固定資産の減価償却の方法

　　　①建物

　　　平成１９年３月３１日以前に取得したものについては旧定額法によっている。

　　　②什器備品

財務諸表に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　該当なし

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法



取得価額 減価償却累計額 当期末残高

8,940,357 6,732,583 2,207,774

4,065,030 3,969,705 95,325

13,005,387 10,702,288 2,303,099

該当なし

１４．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

該当なし

１５．重要な後発事象

該当なし

１６．その他

１２．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当なし

１３．関連当事者との取引の内容

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

該当なし

１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

該当なし

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

該当なし

９．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務

該当なし

（単位：円）

科　目

その他固定資産

  什器備品

  ソフトウェア

合　　計

６．担保に供している資産

該当なし

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。



区分 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

特定資産 14,934,000 0 0 14,934,000

20,369,000 101 10,038,126 10,330,975

6,393,874 80 0 6,393,954

41,696,874 181 10,038,126 31,658,929

その他固定資産 3,714,696 0 1,506,922 2,207,774

72,800 0 0 72,800

166,425 0 71,100 95,325

3,953,921 0 1,578,022 2,375,899

目的使用 その他
6,393,874 80 0 0 6,393,954

当期増加額

当期減少額

１．重要な固定資産の明細

（単位：円）

退職給付引当金

電話加入権

ソフトウェア

その他固定資産計

２．引当金の明細

（単位：円）

科　目 期首残高 期末残高

公益目的事業準備資産

退職給付引当資産

特定資産計

什器備品

附　属　明　細　書

資産の種類

登記基準点等設置事業準備資産
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